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地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

⼈⼝減少や少⼦⾼齢化、産業空洞化といった地⽅の社会課題を解決するには
デジタル技術が鍵となります。

こ の よ う な 考 え の 下 、 政 府 で は 、 デ ジ タ ル 技 術 の ⼒ で 地 ⽅ の 個 性 を 活 か し な が ら
社 会 課 題 の 解 決 と 魅 ⼒ の 向 上 を 図 り 、 「 地 ⽅ に 都 市 の 利 便 性 を 、 都 市 に 地 ⽅ の
豊 か さ を 」 を 実 現 し て 、 全 国 ど こ で も 誰 も が 便 利 で 快 適 に 暮 ら せ る 社 会 を ⽬ 指 す 、
デジタル⽥園都市国家構想を掲げています。

デ ジ タ ル 化 の 恩 恵 を 全 国 津 々 浦 々 に 広 げ る た め に 、 地 ⽅ の ⾃ 主 的 ・ 主 体 的 な
取組に対する⽀援を展開していきます。

【はじめに】

デジタル⽥園都市国家構想の主要KPI
2030年度までに全ての地⽅公共団体がデジタル実装に取り組むことを⾒据え、
デジタル実装に取り組む地⽅公共団体を、2024年度までに1,000団体

2027年度までに1,500団体とする。
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⼀ ⽅ 、 地 ⽅ に お け る デ ジ タ ル 化 の 取 組 は ⼗ 分 に 広 が っ て お ら ず 、 デ ジ タ ル 技 術 を
導⼊するための予算・⼈材など、様々な課題を抱えているのが実情です。

【はじめに】
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＜地域課題の解決のために、デジタル技術の導⼊に取り組んだ事例＞ ＜デジタル技術の導⼊を検討する際の課題について＞

約半数の地⽅公共団体においてデジタル技術導⼊の事例がない 予算・⼈材・情報の不⾜、体制構築などに課題

【調査時期】 令和4年8⽉23⽇〜9⽉9⽇
【照会⽅法】 総務省から、調査・照会システムを通じて、都道府県・市区町村の情報通信部局に対して照会。
【回答数】 1,660団体／1,788団体（92.8%）
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3.3%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0%

取組事例はない

１〜５件の取組を実施

６〜10件の取組を実施

11〜20件の取組を実施

21件以上の取組を実施

84.8%

84.0%

77.5%

50.4%

34.7%

28.9%

0.0% 25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

運⽤経費に係る予算の不⾜

導⼊経費に係る予算の不⾜

デジタル技術の導⼊・運⽤計画を策定できる⼈材の不⾜

推進体制の⽋如（体制構築が困難）

他地域におけるデジタル技術の導⼊例・効果に関する情報の不⾜

課題解決に資するデジタル技術の提供企業に関する情報の不⾜

本資料は、デジタル技術を活⽤して地域課題の解決を図りたい
地⽅公共団体や企業・団体の皆様への総合的な⽀援事業のご案内です。

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内



【事業の概要】
地域デジタル基盤活⽤推進事業

①計画策定︓導⼊計画策定のコンサルティング
②実証事業︓新しいソリューションアイデアの実⽤化
③補助事業︓地域の通信インフラの整備補助

「デジタル⽥園都市国家構想」の実現に向けて、地⽅公共団体等によるデジタル
技術を活⽤した地域課題解決の取組を総合的に⽀援します。
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予算額 21.4億円 令 和 ４ 年 度 第 ２ 次 補 正 予 算 2 0 . 0 億 円
令 和 ５ 年 度 当 初 予 算 案 1 . 4 億 円

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内



【事業の概要】

①計画策定⽀援

デ ジ タ ル 技 術 を 活 ⽤ し た 地 域 課 題 解 決
の た め の 導 ⼊ ・ 運 ⽤ 計 画 策 定 、 推 進 体
制 の 構 築 等 を 専 ⾨ ⼈ 材 が ⽀ 援 し ま す 。

令和５年２⽉頃 公募開始予定

何から着⼿
すれば良いか
わからない…

費⽤対効果を
⾼めたい…

地域のステーク
ホルダーと連携
して、持続可能
な推進体制を
構築したい
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⽀援対象︓地⽅公共団体、企業・団体など ※⽀援メニュー毎に対象条件が異なります。
詳しくは次⾴以降をご参照ください。

コ ン サ ル テ ィ ン グ

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

新 し い 通 信 技 術 （ ロ ー カ ル ５ G 、
W i - F i H a L o w 、 W i - F i  6 E な ど ）
を 活 ⽤ し て 、 地 域 課 題 の 解 決 を 図 る
ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デ ア の 実 ⽤ 化 に
向 け た 社 会 実 証 を ⽀ 援 し ま す 。

新 し い ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デ ア の 実 ⽤ 化
②実証事業

通 信 イ ン フ ラ （ ロ ー カ ル ５ G 、 W i - F i 、
L P W A な ど ） の 整 備 を 伴 う 、 デ ジ タ ル
技 術 に よ る 地 域 課 題 解 決 の 取 組 を
⽀ 援 し ま す 。

補 助 率 １ ／ ２
（地⽅公共団体の負担分について ➡10⾴）

地 域 の 通 信 イ ン フ ラ の 整 備
③補助事業

令和５年4⽉頃 公募開始予定 令和５年4⽉頃 公募開始予定



WORKSHOP

⽀援メニュー例 ※現地派遣⼜はオンラインで実施します。
■ 地域課題の抽出・整理
■ デジタル技術の活⽤による課題解決の可能性の検討
■ 事業者とのマッチング
■ ネットワーク構成・機器などの要件の検討
■ 導⼊・運⽤コストや費⽤対効果の検討
■ 体制・運⽤モデルの検討 など

専⾨家（コンサルタント等）による伴⾛型⽀援

＜対象＞デジタル技術を活⽤して地域課題の解決に取り組みたいと考えている⼜はその関⼼のある
地⽅公共団体、企業・団体など
※財政⼒指数１以上の地⽅公共団体及びその地域内で取組を実施しようとする企業・団体などは⽀援の対象外となります。
※企業・団体などについては、地⽅公共団体等の地域の主体と連携して、地域課題の解決に資する取組を実施するための計画策定であることが要件となります。

＜内容＞
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１団体当たり
３ヶ⽉程度の⽀援期間

【①計画策定⽀援】
地⽅公共団体内における予 算 要 求、②実証事業 （ ８ ⾴ ） や③補助事業 （ ９ ⾴ ）

その他の 国の ⽀援へ の申請・提案等にもご活⽤いただけるような、
デジタル技術を活⽤して地域課題の解決を図るための 計 画 書 の 作 成を⽀援します。

※⽀援先団体の 費 ⽤ 負 担 は あ り ま せ ん。

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内



第1章 背景・⽬的
地域の概況、背景にある課題、デジタル技術の導⼊⽬的、地域全体の計画における位置づけ

第2章 ⽬指す姿
事業概要、デジタル技術導⼊後のイメージ

第3章 ネットワーク等の概要
ネットワーク構成図、機器・システム・アプリケーションの要件、ネットワーク等の運⽤体制

第4章 導⼊の効果及びコスト
期待される導⼊効果、導⼊・運⽤コストの概算

第5章 導⼊・運⽤に向けた計画
実施スケジュール、導⼊・運⽤体制、運⽤モデル、関係主体の役割、資⾦計画、
導⼊・運⽤に向けた課題
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地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

【①計画策定⽀援】 計画書の構成イメージ
地域の状況や課題から、⽬指す姿、ネットワークやソリューションの構成・コストなど
導⼊に向けた全体計画の策定を⽬指します。



＜実施形態＞

請負（定額）
＜事業規模の⽬安＞
1,000万〜8,000万円程度

【②実証事業】（ 予 算 ︓ 1 0 . 0 億 円 程 度 ）
ローカル５Gなどの 新 し い 通 信 技 術を活⽤して地域課題の解決を⽬指す、
新たなソ リューシ ョン アイデアの実⽤化に向けた実証を⾏います。

＜実施主体＞
地⽅公共団体、企業・団体など

※２ 活⽤する通信技術の種類や費⽤対効果なども踏まえて、
提案の内容・規模を評価させていただきます。

※３ 原則として、ネットワーク機器の購⼊費⽤は対象経費外です。
新たに調達が必要な場合には、リースやサブスクリプション等で
ご対応いただくことになります。 8

＜対象となる通信技術＞
ローカル５Ｇ
Wi-Fi HaLow
Wi-Fi 6E など

※１ 上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

※１

※２
※３

＜提案評価の観点例＞
■ 地域課題の解決に資するものであるか（期待される効果が明確か など）

■ 新しい通信技術の特⻑が活かされるソリューションであるか
（費⽤対効果が⾒合っているか、他の通信技術による実現は困難なのか など）

■ 新規性のあるソリューションであるか

■ 実装に向けた具体的かつ現実的なビジョンがあるか

■ 他地域への横展開が期待されるソリューションであるか

■ 地域の産官学⾦との連携が図られているか［加点評価項⽬］

■ スタートアップが参画し、その技術などを活⽤する取組であるか［加点評価項⽬］

など

＜対象となる通信技術の特⻑・活⽤イメージ＞
➡ 20〜27⾴

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内
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① 無線ネットワーク設備
② ①に接続するソリューション機器

これらと不可分な設備・機器・ソフトウェア

＜補助対象＞

＜対象＞
地⽅公共団体、企業・団体など

<補助率> 1/2
<補助額の⽬安>

100万〜5,000万円程度

※1 企業・団体などが実施主体となる場合には、地⽅公共団体を１以上
含むコンソーシアムを形成していることが要件となります。

※２通信インフラの整備だけでなく、それを利⽤して課題解決のための取組
（インターネット接続サービスの提供は⾮該当）を実施することが
要件となります。

※３補助対象となる事業費に占める②の経費の割合は50％未満とします。

⽀援対象となるソリューション機器など

⽀援対象となるネットワーク設備＜補助対象のイメージ＞

ローカル５G
基地局

ローカル５G端末
（送受信装置）

⾃動運転監視室
⾃動運転⽤バス
（⽀援対象外）

⾃動運転⽤
制御装置

ॖ
থ
ॱ
␗
ॿ
⑁
ॺ
網

アンテナ
GPS装置

回線終端装置
（ONU）

PC・制御⽤
装置など

コア装置

回線終端装置
（ONU）

※３

＜提案評価の観点例＞
■ 地域課題の解決に資するものであるか（期待される効果が明確か など）

■ 効率的・効果的な整備計画であるか
（課題解決のために必要か、費⽤対効果が⾒合っているか、多⽤途で活⽤できるか など ）

■ 持続可能な運⽤計画であるか

■ 地域の産官学⾦との連携が図られているか［加点評価項⽬］ など

地⽅公共団体の
負担分について ➡10⾴

ローカル５G、Wi-Fi、
LPWAなど

カメラ・センサ

【③補助事業】（ 予 算 ︓ 最 ⼤ 8 . 6 億 円 程 度 ）
デジタル技術を活⽤して地域課題の解決を⽬指す取組について、 通 信 イ ン フ ラ な ど の
整 備 費 ⽤ を 補 助します。

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

※２

※１
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国庫補助 (本事業) 1/2 地⽅負担 1/2

補助対象となる事業費の総額

過 疎 対 策 事 業 債
（過疎法により過疎地域とされた市町村）

7 0 ％

⼀般補助施設整備等事業債
（市町村）

2 2 . 2 ％

充当率 75％

充当率 90％

（交付税措置なし）

※上記のほか、地⽅創⽣応援税制（企業版ふるさと納税）に係る寄付を地⽅公共団体の負担分に充当することもできます。

辺 地 対 策 事 業 債
（辺地法に規定する辺地を包括する市町村︓辺地に係る施設整備に限ります）

【③補助事業】 地⽅公共団体の負担分について
地⽅公共団体が補助事業の実施主体となる場合の負担分（1/2）については、
以下の 地 ⽅ 債 を 起 債することができます。

8 0 ％ 充当率 100％

充当率 100％

公共事業等債
（都道府県）

元利償還金に対する

交 付 税 措 置 率

※地⽅負担に対する措置率は20％

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内
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【事業スケジュール（ 予 定 ）】
1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

広
報
等

①
計
画
策
定
⽀
援

②
実
証
事
業

③
補
助
事
業

⽀援先
決定

1次
公募

2次
公募 採択決定

実証期間（1次）

実証期間（2次）

⽀援期間（1次）

採択決定

１次
公募

２次
公募 ⽀援期間（2次）

セミナー・
個別相談会

⽀援先
決定

３次
公募 ⽀援期間（3次）

※募集状況によっては、２次・３次の公募を実施しない場合もあります。

※令和５年２〜３⽉頃、デジタル技術を活⽤した地域課題の解決に関するセミナー及び個別相談会を開催予定です。
詳細が決まり次第、別途ご案内いたします。

⽀援先
決定

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

2次
公募 採択決定

採択決定
1次
公募



【よくあるご質問集 全体】
計 画 策 定 ⽀ 援 ➔ 実 証 事 業 ➔ 補 助 事 業 の 順 で 応 募 す る 必 要 が あ り ま す か 。
３ つ の ⽀ 援 メ ニ ュ ー の 全 て に 応 募 い た だ く 必 要 は あ り ま せ ん 。 各 団 体 の ニ ー ズ に 合 わ せ て 、
必 要 な ⽀ 援 に ご 応 募 く だ さ い 。

既 に 計 画 を 策 定 し て い る 場 合 で あ っ て も 、 実 証 事 業 や 補 助 事 業 に 応 募 す る た め に 、
本 事 業 に よ る 計 画 策 定 ⽀ 援 を 受 け る 必 要 が あ り ま す か 。
必 要 あ り ま せ ん 。

各 ⽀ 援 メ ニ ュ ー の 採 択 予 定 件 数 を 教 え て く だ さ い 。
最 ⼤ で 計 画 策 定 ⽀ 援 4 0 〜 5 0 件 程 度 、 実 証 事 業 2 0 〜 2 5 件 程 度 、 補 助 事 業 3 0 〜 3 5 件
程 度 の 採 択 を 予 定 し て い ま す 。

同 時 期 に 複 数 の ⽀ 援 メ ニ ュ ー に 応 募 す る こ と は で き ま す か 。
可 能 で す 。 例 え ば 、 補 助 事 業 を 通 じ て 通 信 イ ン フ ラ を 整 備 す る と と も に 、 当 該 通 信 イ ン フ ラ を
実 証 に も 活 ⽤ す る こ と な ど が 考 え ら れ ま す 。

実 証 事 業 や 補 助 事 業 を 通 じ て 確 ⽴ し た 優 良 モ デ ル を 他 地 域 に 横 展 開 す る た め の ⽀ 援 は
あ り ま す か 。
例 え ば 、 デ ジ タ ル ⽥ 園 都 市 国 家 構 想 交 付 ⾦ （ デ ジ タ ル 実 装 タ イ プ T Y P E 1 ） な ど を
ご 活 ⽤ い た だ く こ と が 考 え ら れ ま す 。

Q 1
A 1

Q 2

A 2

Q 3
A 3

Q 4
A 4

Q 5

A 5
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【よくあるご質問集 ①計画策定⽀援】
計 画 策 定 ⽀ 援 を 受 け る た め に ど の よ う な 準 備 が 必 要 で す か 。
計 画 策 定 に 取 り 組 む た め の ⼈ 的 な リ ソ ー ス を ご ⽤ 意 く だ さ い 。

応 募 時 点 に お い て 、 解 決 す べ き 地 域 課 題 が 明 確 で な く て も よ い で す か 。
問 題 あ り ま せ ん 。 そ の よ う な 場 合 に は 、 地 域 課 題 の 抽 出 ・ 整 理 か ら ご ⽀ 援 い た し ま す 。

策 定 し た 計 画 書 は ⾃ 由 に 使 っ て 構 い ま せ ん か 。 必 ず 計 画 書 に 沿 っ て 取 り 組 ま な け れ ば な り ま
せ ん か 。
計 画 書 は ご ⾃ 由 に お 使 い い た だ け ま す 。 計 画 書 に 沿 っ て 取 り 組 む こ と を 求 め る こ と は あ り ま せ ん 。

企 業 ・ 団 体 な ど が 応 募 す る こ と は で き ま す か 。
企 業 や 団 体 が 主 体 と な っ て 応 募 す る こ と も 可 能 で す 。
た だ し 、 本 ⽀ 援 は 、 地 域 課 題 の 解 決 を ⽬ 的 と し た デ ジ タ ル 技 術 の 導 ⼊ ・ 運 ⽤ 計 画 を 策 定 す る
た め の ⽀ 援 で あ る た め 、 企 業 ・ 団 体 の み が 利 益 を 得 る よ う な 取 組 の 計 画 策 定 は 対 象 外 と な り ま
す 。 何 ら か の 形 で 地 ⽅ 公 共 団 体 等 の 地 域 の 主 体 と 連 携 し た 取 組 を 想 定 し て い ま す 。

光 フ ァ イ バ や 携 帯 電 話 エ リ ア の 整 備 の た め の 計 画 策 定 も 対 象 に な り ま す か 。
携 帯 電 話 サ ー ビ ス や イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続 サ ー ビ ス 等 の 提 供 を 主 た る ⽬ 的 と す る 計 画 策 定 は 対 象
外 で す 。

Q 1
A 1

Q 2
A 2

Q 3

A 3

Q 4
A 4

Q 5
A 5

13

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内



【よくあるご質問集 ②実証事業－１】
企 業 ・ 団 体 な ど が 応 募 す る こ と は で き ま す か 。
可 能 で す 。 た だ し 、 企 業 ・ 団 体 の み に 利 益 が あ る 取 組 で は な く 、 地 域 課 題 の 解 決 に 資 す る も の
で あ る こ と が 要 件 と な り ま す 。

同 ⼀ の 主 体 が 複 数 応 募 す る こ と は で き ま す か 。
異 な る ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 証 で あ る 場 合 に は 可 能 で す 。

ど の よ う な 無 線 通 信 技 術 を 活 ⽤ し た 取 組 が 実 証 の 対 象 に な り ま す か 。
ロ ー カ ル ５ Ｇ 、 W i - F i H a L o w 、 W i - F i  ６ E な ど 、 制 度 化 か ら 間 も な い よ う な 普 及 途 上 の
新 し い 無 線 通 信 技 術 を 活 ⽤ し て 地 域 課 題 の 解 決 を 図 る 取 組 が 対 象 と な り ま す 。
上 記 以 外 の 無 線 通 信 技 術 を 活 ⽤ さ れ る 場 合 に は 個 別 に ご 相 談 く だ さ い 。

従 来 の W i - F i 規 格 （ 〜 W i - F i 6 ） や L P WA を 活 ⽤ し た 取 組 は 実 証 の 対 象 に な り ま す か 。
こ れ ら の 技 術 の み を 活 ⽤ す る 取 組 は 対 象 外 で す 。 ロ ー カ ル ５ Ｇ な ど の 新 し い 無 線 通 信 技 術 と
組 み 合 わ せ て 、 従 来 W i - F i や L P WA を 活 ⽤ す る 場 合 に は 対 象 に な り ま す 。

実 証 に 必 要 と な る ネ ッ ト ワ ー ク 機 器 な ど を 購 ⼊ す る こ と は で き ま す か 。
原 則 と し て 、 ネ ッ ト ワ ー ク 機 器 な ど の 購 ⼊ 費 ⽤ は 対 象 経 費 外 で す 。
新 た に 調 達 が 必 要 な 場 合 に は 、 ③ 補 助 事 業 を 通 じ て 調 達 し た ネ ッ ト ワ ー ク 機 器 な ど を 活 ⽤ ⼜ は
リ ー ス や サ ブ ス ク リ プ シ ョ ン で ご 対 応 い た だ く こ と を 想 定 し て い ま す 。 リ ー ス な ど で 調 達 で き な い 機 器
が あ る 場 合 に は 個 別 に ご 相 談 く だ さ い 。

Q 1
A 1

Q 2
A 2

Q 3
A 3

Q 4
A 4

Q 5
A 5
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【よくあるご質問集 ②実証事業－２】
既 に 実 施 主 体 が 保 有 し て い る 通 信 イ ン フ ラ を 活 ⽤ し て 実 証 を ⾏ う こ と は 可 能 で す か 。
可 能 で す 。

他 地 域 で 既 に 実 績 の あ る ソ リ ュ ー シ ョ ン は 対 象 に な り ま す か 。
全 く 同 ⼀ の 内 容 で あ る 場 合 に は 対 象 外 と な り ま す 。
類 似 の 内 容 で あ っ て も 、 実 装 ・ 横 展 開 の 促 進 に 向 け て 、 他 分 野 へ の 応 ⽤ や よ り 効 率 ・ 効 果 を
⾼ め る た め の 検 証 要 素 が あ る 場 合 な ど に は 、 対 象 に な り 得 る も の と 考 え ら れ ま す 。

こ れ ま で に 総 務 省 の 「 課 題 解 決 型 ロ ー カ ル ５ Ｇ 等 の 実 現 に 向 け た 開 発 実 証 」 で 採 択 さ れ た
取 組 に つ い て 、 本 事 業 に 応 募 す る こ と は 可 能 で す か 。
全 く 同 ⼀ の 内 容 で あ る 場 合 に は 対 象 外 と な り ま す 。
実 装 ・ 横 展 開 の 促 進 に 向 け て 、 他 分 野 へ の 応 ⽤ や よ り 効 率 ・ 効 果 を ⾼ め る た め の 検 証 要 素 が
あ る 場 合 な ど に は 、 対 象 に な り 得 る も の と 考 え ら れ ま す 。

Q 6
A 6

Q 7
A 7

Q 8

A 8
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【よくあるご質問集 ③補助事業－１】
企 業 ・ 団 体 な ど が 応 募 す る こ と は で き ま す か 。
可 能 で す 。 た だ し 、 地 ⽅ 公 共 団 体 を １ 団 体 以 上 含 む コ ン ソ ー シ ア ム を 形 成 し て い た だ く こ と が
要 件 と な り ま す 。 応 募 時 に 地 ⽅ 公 共 団 体 と の 連 携 を ⽰ す 協 定 書 や 覚 書 な ど を ご 提 出 い た だ く
予 定 で す 。

ど の よ う な 通 信 技 術 が 補 助 対 象 に な り ま す か 。
ロ ー カ ル ５ G ・ W i - F i ・ L P WA な ど 、 様 々 な 無 線 通 信 技 術 が 補 助 対 象 と な り ま す 。 た だ し 、 当 該
通 信 イ ン フ ラ を 活 ⽤ し て 地 域 課 題 解 決 を 図 る も の で あ る こ と が 必 要 で す 。

整 備 費 ⽤ だ け で な く 、 ラ ン ニ ン グ 費 ⽤ も 補 助 対 象 に な り ま す か 。
補 助 事 業 期 間 内 に 発 ⽣ し た ラ ン ニ ン グ 費 ⽤ に 限 り 補 助 対 象 経 費 と な り ま す 。

補 助 対 象 経 費 の 詳 細 を 教 え て く だ さ い 。
公 募 開 始 時 に お ⽰ し す る 実 施 要 領 を ご 参 照 く だ さ い 。 事 前 に 確 認 し た い 事 項 が あ る 場 合 に は 、
お 問 合 せ 先 ま で ご 連 絡 く だ さ い 。

他 府 省 庁 の 交 付 ⾦ や 補 助 ⾦ と 併 ⽤ す る こ と は で き ま す か 。
同 ⼀ の 事 業 に つ い て 、 重 複 し て 他 府 省 庁 の 補 助 ⾦ な ど の 交 付 を 受 け る こ と は で き ま せ ん 。

Q 1
A 1

Q 2
A 2

Q 3
A 3

Q 4
A 4
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【よくあるご質問集 ③補助事業－２】
住 ⺠ 向 け イ ン タ ー ネ ッ ト 接 続 サ ー ビ ス や 公 衆 無 線 L A N サ ー ビ ス の 提 供 を ⽬ 的 と し た
W i - F i 環 境 整 備 は 補 助 対 象 に な り ま す か 。
こ れ ら の サ ー ビ ス の 提 供 を 主 た る ⽬ 的 と す る W i - F i 環 境 整 備 は 対 象 外 で す 。
例 え ば 、 カ メ ラ ・ セ ン サ か ら の デ ー タ 収 集 に 活 ⽤ す る な ど 、 地 域 課 題 の 解 決 を 図 る た め に 整 備 す る
W i - F i 環 境 に つ い て 、 副 次 的 に こ れ ら の サ ー ビ ス と 共 ⽤ す る こ と は 妨 げ ま せ ん 。

観 光 促 進 を ⽬ 的 と し た W i - F i 環 境 整 備 は 補 助 対 象 に な り ま す か 。
観 光 庁 に お い て 観 光 拠 点 の W i - F i 環 境 整 備 に 対 す る ⽀ 援 を 実 施 し て い る と こ ろ 、 当 該 ⽀ 援 の
対 象 と な る 場 合 に は 、 本 事 業 の 補 助 対 象 外 と さ せ て い た だ き ま す 。

公 設 ⺠ 営 ⽅ 式 で 運 ⽤ す る こ と は で き ま す か 。
可 能 で す 。 た だ し 、 事 後 的 に 公 設 ⺠ 営 ⽅ 式 に 移 ⾏ す る 場 合 な ど は 、 財 産 処 分 等 の ⼿ 続 が 必 要
に な る 場 合 が あ り ま す 。

ど の よ う な 経 費 が 地 ⽅ 債 の 起 債 対 象 に な り ま す か 。
無 線 ネ ッ ト ワ ー ク 設 備 、 当 該 設 備 に 接 続 す る ソ リ ュ ー シ ョ ン 機 器 の ほ か 、 こ れ ら と 設 備 的 ⼜ は
機 能 的 に ⼀ 体 不 可 分 な 設 備 ・ 機 器 ・ ソ フ ト ウ ェ ア が 対 象 に な り ま す 。
な お 、 起 債 に 当 た っ て は 、 地 ⽅ 債 同 意 等 基 準 運 ⽤ 要 綱 等 を ご 参 照 く だ さ い 。

地 ⽅ 負 担 分 に 企 業 版 ふ る さ と 納 税 に 係 る 寄 付 を 充 当 で き る の は ど の よ う な 場 合 で す か 。
詳 し く は 企 業 版 ふ る さ と 納 税 ポ ー タ ル サ イ ト （ 内 閣 府 w e b サ イ ト ） を ご 参 照 く だ さ い 。
https://www.chisou.go.jp /ti iki /ti ikisaisei /kigyou_furusato.html

Q 6

A 6

Q 7
A 7

Q 8
A 8

Q 9
A 9

Q 1 0
A 1 0
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【地域デジタル基盤活⽤推進事業の活⽤フロー】
<プロセス1>
地域の課題を

抽出・整理できている

【地⽅公共団体（内部職員）としての地域課題の把握】
地域住⺠や地域のステークホルダーなどの「外部」の視点も踏まえつつ、地域課題の抽出・整理を⾏う。

NO

YES

<プロセス2>
地域課題の解決に有効な

デジタル技術を
明確化できている

NO 【課題解決に有効なデジタル技術の明確化】
多様なデジタル技術の性能・特性・費⽤などを理解しつつ、地域課題の解決に有効なデジタル
技術を検討する。

地域情報化アドバイザー派遣制度などの活⽤（29⾴参照）
専⾨家による「助⾔」がほしい

地域情報化アドバイザー派遣制度などの活⽤（29⾴参照）

専⾨家による「助⾔」がほしい

<プロセス3>
デジタル技術を

導⼊・運⽤するための計画書
を策定している

地域デジタル基盤活⽤推進事業の活⽤NO

<プロセス4>
新しい通信技術を⽤いた

ソリューションの実⽤化に向けた
実証を⾏う必要がある

YES

地域デジタル基盤活⽤推進事業の活⽤YES

YES

地域デジタル基盤活⽤推進事業の活⽤

専
⾨
家
प
े
ॊ

﹁
実
務
的
१
এ
␗
ॺ
﹂

ऋ
ऺ
ख
ः
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（インフラ整備も必要な場合）

NO

<プロセス５>
地域課題解決に必要な

インフラ整備を⾏う必要がある

YES 地域デジタル基盤活⽤推進事業の活⽤ <ゴール>
デジタル技術を活⽤した

地域課題の解決

①計画策定⽀援

②実証事業 ③補助事業

③補助事業



【参考資料】
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ローカル５Ｇは、地⽅公共団体や企業・団体などの様々な主体が、地域や産業の個別ニーズに応じて、
⾃らの建物や敷地内でスポット的に柔軟に構築できる５Ｇシステムです。
その特⻑を活かして、医療・農業・⼯場などの様々な分野で課題解決や⽣産性向上を実現することが
期待されています。

【新しい通信技術の例︓ローカル５Ｇ】

エリア 性能の柔軟性 耐災害性

５G

ローカル
５G

全 国

エ リ ア 限 定 で 独 ⾃ の
５ G シ ス テ ム 構 築 が 可 能

⾮ 常 時 、 輻 輳 時 に
強 い 通 信 を 実 現

通 信 が 集 中 し て
輻 輳 が 発 ⽣ す る 可 能 性

⽤ 途 に 応 じ て 必 要 な
性 能 を 柔 軟 に 設 定

画 ⼀ 的 な ニ ー ズ
を 満 た す 性 能

例）⾼精細映像の
アップロード⽤

のリソースを拡⼤
個別最適化

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内
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【ローカル５Gの導⼊イメージ︓医療分野】

導⼊前 導⼊後

●離島・⼭間等のへき地を中⼼に医療機関の医師不⾜が課題
●専⾨的な医療を受けるためには、船舶・⾶⾏機等での移動を

強いられている

従来のネットワーク（LTE／Wi-Fi）を活⽤して遠隔医療体制の
構築を試みるも、通信速度や伝送遅延の制約から、
⾼精細な映像の伝送時に乱れの発⽣や映像が固まる等、
実⽤に耐えない。

へき地等における遠隔医療体制の構築に向けて
通信性能がボトルネック

ローカル５Gの「超 ⾼ 速 」「超 低 遅 延 」といった特⻑が
従来の課題の解決に有効

超⾼速・超低遅延の通信を通じて
４Ｋ内視鏡等の⾼精細な映像のリアルタイム伝送を実現

医師も「実⽤可能」との評価

⾼精細な映像を通じた専⾨医による診断によって、
従来の遠隔画像診断では⾒分けることが困難であった

早期⾷道がんの発⾒等の成果

4K 内視鏡映像

＜遠隔診療の実装例＞＜遠隔医療の技術的課題＞

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内
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【ローカル５Gの導⼊イメージ︓農業分野】

n_content/00
0712738.pdf df担い⼿不⾜による
⽣産量の低下

農地集約化による
農家の稼働逼迫

降雪増・温暖化等
による⽔害リスク増⼤

⾼齢化等に伴う
健康リスク増⼤

※LPWAなどの通信技術と組み合わせた活⽤例

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

⾃動運転トラクターの
遠隔監視制御の実現による

農家の作業時間減
（70%減を実現可能）

気象・⼟壌・作業履歴等の
データの収集・解析を通じた
作業スケジュールの最適化

最適⽔路の遠隔監視による
迅速な初動対応の実現

ウェアラブル端末を活⽤した
体調変化の検出
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【ローカル５Gの導⼊イメージ︓交通分野】

時間基準保全 状態基準保全

● 定期的な⽬視による
線路巡視点検

現状 実装時

ローカル5G
＠駅ホーム

●AI解析による閉扉判断⾃動化
●乗務員室からドア周辺状況の遠隔監視

⼊構時に
ローカル5G通信

● ⾞載モニタリングによる線路内検査、
⽬視の省⼒化

現状 実装時
駅係員による判断・合図 AI解析による閉扉判断

異常検知

乗降状況

閉扉判断

● ⽬視確認・判断による
運転⽀援業務

n_content/000
712738.pdf

労働⼒・熟練技術者の
減少による対応⼒低下

n_content/000
712738.pdf
設備・⾞両等の

⽼朽化の進⾏に伴う
運⾏⽀障原因の増加

n_content/000
712738.pdf

新しい⽣活様式による
事業環境の変化
（➡コスト縮減）

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

⾞載モニタリングカメラとAIを活⽤した線路巡視業務の⾼度化 ⾼精細カメラとAIを活⽤した⾞両ドア閉扉判断の⾼度化
 異常を⾃動検知し、線路内⽬視検査・巡視の負担軽減

列⾞乗⾞巡視︓毎⽇➡週１回、徒歩巡視︓毎週➡⽉１回
 閉扉判断⾃動化による運転⽀援業務の省⼒化・安全性向上

約５⼈／⽇の省⼈化効果、設備費⽤削減



ローカル５Gを活⽤する取組例
課題解決型ローカル５G等の実現に向けた開発実証など

総務省︓令和２〜４年度

ローカル５Gの導⼊・運⽤コストの低減
ローカル５Gの交換設備の接続・共⽤に関する調査研究

総務省︓令和３〜４年度

【ローカル５Gに関する参考情報】

 新たに市町村がＣＩＯ補佐官等として、外部⼈材
を任⽤等する場合の経費について特別交付税措置
＜を講じます。

ローカル５Ｇを活⽤した様々な課題解決や新たな
価値の創造等の実現に向けて、現実の利活⽤場⾯
を想定した開発実証を実施しています。
実証成果などをwebサイトでご覧いただけます。

＜webサイト＞
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ローカル５Gの導⼊・運⽤コストの低減に資する
・ 異なるベンダの設備間の相互接続のルール
・ 複数のサービスで設備を共⽤するためのルール
などの策定に取り組んでいます。

調査研究の成果などをwebサイトでご覧いただけます。

＜開発実証の実施分野＞

＜webサイト＞

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

検索ローカル５Gの交換設備

G O ! 5 G サ イ ト 内 https://go5g.go.jp/carrier/
「ローカル５Ｇの交換設備の接続・共⽤の在り⽅に関する
調査研究成果報告書」

G O ! 5 G サ イ ト 内 https://go5g.go.jp/carrier/
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【新しい通信技術の例︓Wi-Fi HaLow】
Wi - F i  HaLow（IEEE802 . 11ah）は、次 世 代 Io T 通 信 シ ス テ ムとして活⽤可能
な新しいWi - F i規格です。
１ ｋ ｍ 以 上 の 距 離 を カ バ ーしつつ、テキストデータだけでなく、 画 像 ・ 映 像 を 伝 送する
ことができます。

通信速度 通信伝送 通信距離

Wi-Fi HaLow 数Mbps 画像・動画の伝送可能 １km〜数km

LPWA
(従来のIoT通信システム) 数⼗kbps 画像・動画の伝送困難 〜数⼗km

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

Wi - F i HaLowの活⽤によって、従来より効 率 的 か つ 精 緻 な デ ー タ の 収 集 ・ 活 ⽤が
可能になるため、スマートシティ・農業・オフィスなどの様々な分野において、
これまでにない価値をもたらすことが期待されています。



【Wi-Fi  HaLowの導⼊イメージ︓河川⽔位や⿃獣害の監視】

導⼊前 導⼊後
従来のIoT通信システムの通信速度

最⼤ 約数⼗Kbps

テキストデータによる状況把握に限られる

急激な⽔位変動があった場合にも、
画像・映像による確認ができないため、
詳しい状況や原因までは把握困難

＜⽔位監視の例＞

罠の稼働状況を遠隔から把握できるが、画像・映像による確認
ができないため、害獣の出没状況や種類までは把握困難

＜⿃獣害監視の例＞ 出没状況/害獣の種
類等は把握できない︖罠の稼働データのみを伝送

（罠に⼊ったかどうか 等）

＜罠＞

 正確な状況を把握して対応を検討するために、
現場確認が必要となる場合有（迅速な対応の検討に⽀障）

Wi-Fi HaLowの通信速度

最⼤ 約数Mbps（従来のIoT通信システムの数百倍）

画像・映像の確認によって、遠隔地から詳細な状況把握が可能

⽔位の変動状況やその原因を
遠隔から視覚的に監視可能になり、

⽔⾨の開閉要否等の対応を
迅速に検討することが可能

⼭間部に散在する⿃獣害対策設備を遠隔から
視覚的に監視可能になり、害獣の出没状況や

種類等を踏まえて迅速に対応を講ずることが可能

 遠隔地にいながら、映像・画像を通じた詳細状況の把握が可能
 現場確認のための稼働負担や危険性が低減
 現場確認を要することなく、迅速に対応を検討することが可能

＜⽔位監視の例＞

＜⿃獣害監視の例＞

×
映像・画像によって遠隔地から
害獣の種類等が判断可能

26

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

＜罠＞
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【新しい通信技術の例︓Wi-Fi6E】
Wi - F i６E（IEEE802 . 11ax）は、新しい周波数帯域（6GHz帯）における
Wi - F i規格です。
IoTの普及によって飽和状態にある既存のWi - F i帯域と⽐較して、 ⼤ 容 量 伝 送 や
多 数 端 末 の 同 時 接 続 が 可 能になり、⽤途の拡⼤が期待されています。

2.4GHz帯 5GHz帯

従来のWi-Fi
Wi-Fi６E

●既に多くの⽤途で活⽤されており、混信等が⽣じやすい
（通信が不安定）

6GHz帯

●混信等の影響が少ない
●⼤容量伝送が可能

新しい
周波数帯域

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内



【地域のデジタル活⽤に関連する国の⽀援制度︓データ連携基盤】
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⼤企業やベンチャー企業など、
多様な主体が参画

近隣⾃治体等へ横展開し、
波及効果を最⼤化

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

地域が抱える多様な課題解決を実現

スマートシティの実現

農林⽔産農林⽔産
交通交通

観光観光
健康・医療健康・医療

⾏政⾏政 気象気象
様々なデータを収集

デジタル技術・データの活⽤（都市OS／データ連携基盤※）
地域課題解決のためのサービスの実装

※都市OS／データ連携基盤とは、都市に関わる様々なデータについて、センサー等の端末から
アプリケーションまでデータを流通させる機能を持ったプラットフォームです。

地域課題解決のためのスマートシティ推進事業

地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地⽅創⽣のため、スマートシティリファレンスアーキテクチャを満たす
都市OS／データ連携基盤の導⼊（整備・改修）や当該都市OSに接続するデジタル技術を活⽤したサービス・
アセットの整備などを⾏う事業です。

（総務省︓令和５年度予算案 4.0億円）

補助対象︓地⽅公共団体など 補助率︓1/2



＜総務省＞
地域情報化アドバイザー派遣制度

＜内閣府＞
デジタル専⾨⼈材派遣制度

【地域のデジタル活⽤に関連する国の⽀援制度︓⼈材関係】

デジタル技術に関する知⾒を有する
様々な分野の専⾨家（地域情報化
アドバイザー）を地⽅公共団体など
へ派遣して、 デジタル活⽤に関する
助⾔を⾏います。

https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictsei
saku/ictriyou/manager.html

＜参考URL＞

デジタル技術を活⽤する取組に
関して、助⾔・サポートを求める
市町村と協⼒企業のマッチングを
⽀援します。

＜参考URL＞
https://www.chisou.go.jp/sousei/about
/mirai/policy/policy3.html

現地派遣は年間3回まで、オンライン
会議による⽀援であれば合計10時間
の範囲内において⽀援

対象は、スマートシティの推進、
新規ICT事業の創出、遠隔医療
導⼊⽀援、庁内外のDX推進など
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※専⾨家の旅費・謝⾦のご負担ゼロ

地 域 デ ジ タ ル 基 盤 活 ⽤ 推 進 事 業 の ご 案 内

＜総務省＞
市町村のCIO補佐官等確保⽀援制度

 新たに市町村がＣＩＯ補佐官等と
して、外部⼈材を任⽤等する場合
の経費について特別交付税措置を
講じます。

市町村がＣＩＯ補佐官等として、
外部⼈材の任⽤等⼜は募集を⾏う
ための経費について特別交付税措置
を講じます。

＜参考URL「⾃治体DX全体⼿順書」＞
https://www.soumu.go.jp/main_content/00
0835172.pdf

（市町村がCIO補佐官等として外部⼈材の
任⽤等を⾏うに当たっての財政措置）

・措置額は、市町村が⽀出した対象
経費（募集経費については、１団
体につき100万円が上限）の合計
額に0.7を乗じた額

・措置期間は令和７年度まで



ご相談窓⼝

四国総合通信局
情報通信振興課
住所︓〒790-8795 愛媛県松⼭市味酒町2-14-4
電話︓089-936-5061
e-mail︓shikoku-seisaku@soumu.go.jp


